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  （百万円未満切捨て）

１．平成28年３月期第２四半期の連結業績（平成27年４月１日～平成27年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期第２四半期 246,106 28.0 13,298 29.9 13,355 28.1 8,104 41.4 

27年３月期第２四半期 192,273 10.2 10,234 36.3 10,424 40.2 5,730 62.8 
 
（注）包括利益 28年３月期第２四半期 8,170 百万円 （62.6％）   27年３月期第２四半期 5,025 百万円 （33.2％） 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

28年３月期第２四半期 36.10 34.43 

27年３月期第２四半期 26.13 24.34 

（注）当社は平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。そのため前連結会計年度の期
首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定して
おります。 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

28年３月期第２四半期 219,969 124,308 53.8 

27年３月期 228,663 103,969 43.1 
 
（参考）自己資本 28年３月期第２四半期 118,314 百万円   27年３月期 98,562 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

27年３月期 － 14.00 ー 18.00 32.00 

28年３月期 － 18.00       

28年３月期（予想）     － 6.00 － 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

（注）28年３月期（予想）欄の「期末」につきましては、株式分割後の配当予想を記載しております。 
（注）28年３月期（予想）欄の「合計」につきましては、分割実施を考慮しない場合は「期末」において１株あたり18
円、それに基づく年間配当金の合計（予想）は１株あたり36円となり、実質的な変更はありません。 

３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 515,000 28.4 26,000 10.8 26,200 10.2 15,250 13.6 66.60 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

（注）当社は平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。そのため当連結会計年度の期
首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有 

新規  1社  （社名）（株）P&Pホールディングス、除外  －社  （社名） 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期２Ｑ 235,442,409 株 27年３月期 220,781,742 株 

②  期末自己株式数 28年３月期２Ｑ 1,287,267 株 27年３月期 1,282,290 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 28年３月期２Ｑ 224,496,119 株 27年３月期２Ｑ 219,284,637 株 

（注）当社は平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。そのため前連結会計年度の期
首に当該株式分割行われたと仮定して発行済株式数（普通株式）を算定しております。 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対するレビュー手続は終了しておりません。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、中国経済の減速をはじめとした海外景気の動向により先行

き懸念は高まるものの、金融政策及び政府による経済政策等により引き続き総じて緩やかな回復基調で推移いた

しました。 

当社グループの属する人材ビジネス業界では、人材の需給に関連する指標となる有効求人倍率（季節調整値）

が平成27年９月、23年ぶりに1.24倍となり、また完全失業率も低水準で推移するなど、雇用関連指標の持続的な

良化が示すとおり、人材需要の強さを背景に市場は拡大傾向で推移いたしました。当社グループにおいても、企

業活動の活発化に伴う各種人材サービスに対する需要は、人材紹介や人材派遣を中心に全体として増加傾向で推

移いたしました。 

当社グループの主力事業のひとつである人材派遣においては、平成27年９月11日「労働者派遣事業の適正な運

営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部を改正する法律」が成立、平成27年９月30日に施行され

ました。この法改正で労働者派遣事業の許可制への一本化、労働者派遣の期間制限の見直し、キャリアアップ措

置、均等待遇の推進、などが新たに盛り込まれたほか、平成24年の労働者派遣法改正に基づいた、労働契約申し

込みみなし制度も平成27年10月１日より施行されております。 

このような情勢のもと当社グループは、成長戦略の一環として、更なるセグメント機能の充実と関連する事業

の連携強化を図るため、新たに「派遣・BPO（※１）」「ITO（※２）」「エンジニアリング」「リクルーティン

グ」の４セグメント体制へ移行いたしました。各セグメントにおける戦略立案機能及び推進力の強化、またグル

ープ全体を統括する機能別役割や責任の明確化、機能強化を図るため、それぞれのセグメントへ執行役員を配し

たほか、当社の法務、人事、財務、情報システムなどの各部門にも執行役員を配し、変化の早い事業環境に対す

る機動的な経営判断と、各事業における成長速度の引き上げを目指してまいります。 

新たな運営体制のもと、平成27年６月に販売・営業領域における人材サービスの強化及び事業拡大を目指し、

販売・営業領域の人材サービスに強みを持つ㈱P&Pホールディングスの株式を、金融商品取引法に基づく公開買

付けの実施により取得し子会社化いたしました。また海外戦略の一環として、かねてから合弁会社を設立しアジ

ア市場において協業関係にあったCapita Pte. Ltd.（シンガポール）について、同社の株式取得に向け平成27年

８月に株式譲渡契約を締結、10月に取得いたしました。同社はシンガポールにおいて現地ローカル企業向けの人

材サービスを展開し、現地に根差した採用支援ノウハウ、豊富な求職者データベースを擁し急成長を遂げており

ます。当社グループではASEAN地域の更なる経済成長を見据え、アジア戦略のハブ拠点となるシンガポールの人

材市場において日系企業はもちろん、外資企業及び現地ローカル企業まで幅広い顧客に対し、高品質かつ包括的

な人材採用及び活用の支援を行うことを通じASEANにおけるプレゼンスを高め、アジア地域においてNo.1の人材

サービス企業を目指してまいります。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は246,106百万円（前年同期比28.0％増）、営業利益は

13,298百万円（同29.9％増）、経常利益は13,355百万円（同28.1％増）、親会社に帰属する四半期（当期）純利

益は8,104百万円（同41.4％増）となりました。 

   ※１ BPO：Business Process Outsourcing（業務プロセスの委託） 

   ※２ ITO：IT Outsourcing（ITアウトソーシング） 

 セグメントの業績（セグメント間内部取引消去前）は、次のとおりであります。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較につい

ては、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

① 派遣・BPOセグメント

 当第２四半期連結累計期間における当該セグメントの業績は、売上高192,846百万円(前年同期比34.2％

増)、営業利益8,236百万円（同35.9％増）となりました。

 当第２四半期連結累計期間は、引き続き活発な企業活動に伴う堅調な需要に加えパナソニックエクセルスタ

ッフ㈱、㈱P&Pホールディングスの株式取得による業容拡大効果等で売上高は大幅に伸長し、192,846百万円と

なりました。利益面においては、株式取得に関連する一時的な費用増加、業容拡大・業務繁忙に伴う人件費や

当社グループの派遣労働者及び従業員の社会保険料にかかる会社負担分の増加等があったものの、売上高の増

加に吸収された結果、営業利益は、8,236百万円となりました。 
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② ITOセグメント 

 当第２四半期連結累計期間における当該セグメントの業績は、売上高11,208百万円（同5.1％増）、営業利

益559百万円（同23.6％減）となりました。 

 当第２四半期連結累計期間は、顧客企業におけるシステム関連サービス等に対する投資意欲の高まりから当

該セグメントに対する需要は引き続き強く、売上高は堅調に伸長いたしました。利益面では、需要の増加に対

応すべく新たな技術者の採用、確保や囲い込み等の対策を講じたこと等の影響により、営業利益は559百万円

となりました。 

③ エンジニアリングセグメント

 当第２四半期連結累計期間における当該セグメントの業績は、売上高11,322百万円（同1.7％減）、営業利

益499百万円（同18.7％減）となりました。

 当第２四半期連結累計期間は、電機、自動車業界等における技術系人材需要の高まりを受け、売上高は堅調

に推移いたしました。なお減収については、一部の事業をITOセグメントへ移行したこと等によるものであり

ます。利益面では、引き合いの強い市場環境のなかで新卒者採用数を増やし、より市場ニーズに沿った配属前

研修等を行ったこと、また減収の影響に伴い、営業利益は499百万円となりました。 

④ リクルーティングセグメント

 当第２四半期連結累計期間における当該セグメントの業績は、売上高32,236百万円（同15.4％増）、営業利

益3,089百万円（同52.2％増）となりました。

 当第２四半期連結累計期間は、引き続き順調に推移する経済環境を背景に、キャリア領域、メディア領域と

もに旺盛な需要が寄せられ、売上高は伸長いたしました。利益面では、需要にあわせ、顧客企業・求職者との

接点を増やすための人員増強、利便性や認知度向上へ向けたWEB投資等を行いましたが、売上高の増加に加

え、一部のプロモーションの投下時期を下期へ変更したことにより、営業利益は3,089百万円となりました。 
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新たなセグメント体制を事業系統図で示すと以下のとおりとなります。 
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（２）財政状態に関する説明 

① 資産、負債及び純資産の状況

 総資産は前連結会計年度末に比べ8,693百万円の減少となりました。流動資産は9,025百万円減少し、固定資産

は331百万円増加いたしました。流動資産の主な減少要因は、仕掛品が1,579百万円増加した一方、現金及び預金

が7,611百万円、受取手形及び売掛金が2,447百万円減少したこと等によるものであります。固定資産の主な増加

要因は、差入保証金が582百万円増加したこと等であります。

 負債合計は前連結会計年度末に比べ29,033百万円の減少となりました。流動負債は12,769百万円減少し、固定

負債は16,263百万円減少いたしました。流動負債の主な減少要因は、未払消費税等が10,581百万円、未払金が

1,852百万円減少したこと等であります。固定負債の主な減少要因は、長期未払金が1,540百万円増加した一方、

転換社債型新株予約権付社債が13,623百万円、長期借入金が2,320百万円減少したこと等であります。

 一方、自己資本は19,752百万円増加しております。これは主に剰余金の配当1,316百万円を行った一方、親会

社株主に帰属する四半期（当期）純利益の計上額が8,104百万円、新株の発行等に伴い資本金が6,811百万円、資

本剰余金が6,705百万円増加したことによるものであります。

 
平成28年３月期 

第２四半期連結累計期間
平成27年３月期

 総資産当期純利益率(ROA) 3.6% 6.6%

 自己資本当期純利益率(ROE) 7.5% 14.5%

 売上高営業利益率 5.4% 5.9%

 売上高経常利益率 5.4% 5.9%

 流動比率 164.9% 151.0%

 固定比率 83.1% 99.4% 

 自己資本比率 53.8% 43.1%

 総資産 219,969百万円 228,663百万円

 自己資本 118,314百万円 98,562百万円 

 現金及び現金同等物の期末残高 52,736百万円 60,205百万円 

 

② キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期

純利益が13,979百万円となり、売上債権の減少等の資金増加要因があったほか、法人税等の支払、未払消費税等

の減少、長期借入金の減少等の資金減少要因があったことにより、前連結会計年度末に比べ7,469百万円減少

し、52,736百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、1,279百万円となりました（前年同期は11,962百万円の獲得）。これは主

に、法人税等の支払が6,189百万円、未払消費税等の減少額が10,913百万円、営業債務の減少額が2,827百万円と

なった一方、税金等調整前四半期純利益が13,979百万円となり、のれん償却額が2,519百万円、減価償却費が

1,419百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、4,821百万円となりました（前年同期は2,933百万円の使用）。これは主に、

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が2,621百万円、差入保証金の差入による支出が634百万

円、無形固定資産の取得による支出が1,165百万円となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、3,943百万円となりました（前年同期は3,334百万円の使用）。これは主に、

長期借入金の返済による支出が2,320百万円、配当金の支払額が1,316百万円となったことによるものでありま

す。
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③ 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 最近の業績の動向等を踏まえ、平成27年５月12日に開示いたしました平成28年３月期第２四半期累計期間及び通

期の連結業績予想を、平成27年11月６日付にて修正いたしました。詳細につきましては、平成27年11月６日発表の

「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

① 連結の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間より、株式取得に伴い、㈱P&Pホールディングス及び同社子会社である６社を連結

の範囲に含めております。

② 持分法適用の範囲の重要な変更

 第１四半期連結会計期間より、㈱ベネッセホールディングスとの合弁会社設立に伴い、㈱ベネッセi-キャリ

アを持分法適用の範囲に含めております。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載しております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項⑷、連結会計基準第44－５項⑷及び事業

分離等会計基準第57－４項⑷に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。 

 なお、四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書

の作成に関する実務指針第26－４項に定める経過的な取扱いに従っており、比較情報の組替えは行っておりませ

ん。 

 この結果、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 60,645 53,033 

受取手形及び売掛金 60,149 57,702 

繰延税金資産 4,324 4,224 

仕掛品 858 2,438 

その他 4,871 4,380 

貸倒引当金 △152 △108 

流動資産合計 130,696 121,670 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,956 2,054 

工具、器具及び備品（純額） 835 1,006 

土地 815 815 

その他（純額） 388 356 

有形固定資産合計 3,996 4,232 

無形固定資産    

商標権 11,061 10,755 

のれん 66,023 65,502 

その他 3,718 4,587 

無形固定資産合計 80,803 80,845 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,693 5,361 

差入保証金 4,979 5,561 

繰延税金資産 1,909 1,646 

その他 932 806 

貸倒引当金 △347 △154 

投資その他の資産合計 13,167 13,221 

固定資産合計 97,967 98,299 

資産合計 228,663 219,969 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 674 675 

短期借入金 15,099 15,081 

1年内返済予定の長期借入金 4,640 4,640 

未払金 28,665 26,812 

未払法人税等 6,940 5,563 

未払消費税等 16,626 6,045 

賞与引当金 7,229 7,406 

役員賞与引当金 114 63 

その他 6,579 7,511 

流動負債合計 86,569 73,800 

固定負債    

転換社債型新株予約権付社債 14,798 1,175 

長期借入金 13,920 11,600 

繰延税金負債 3,640 3,415 

退職給付に係る負債 4,050 2,429 

長期未払金 1,499 3,040 

その他 216 200 

固定負債合計 38,124 21,860 

負債合計 124,694 95,660 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,081 16,893 

資本剰余金 13,673 20,378 

利益剰余金 73,499 80,287 

自己株式 △316 △324 

株主資本合計 96,938 117,235 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,388 893 

為替換算調整勘定 255 206 

退職給付に係る調整累計額 △20 △20 

その他の包括利益累計額合計 1,624 1,079 

新株予約権 － 0 

非支配株主持分 5,406 5,993 

純資産合計 103,969 124,308 

負債純資産合計 228,663 219,969 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 192,273 246,106 

売上原価 146,231 187,900 

売上総利益 46,042 58,206 

販売費及び一般管理費 35,808 44,908 

営業利益 10,234 13,298 

営業外収益    

受取利息 4 8 

受取配当金 49 49 

助成金収入 48 35 

持分法による投資利益 28 － 

償却債権取立益 0 78 

為替差益 61 － 

その他 76 80 

営業外収益合計 269 252 

営業外費用    

支払利息 57 70 

持分法による投資損失 － 60 

為替差損 － 31 

その他 21 32 

営業外費用合計 79 195 

経常利益 10,424 13,355 

特別利益    

固定資産売却益 0 － 

投資有価証券売却益 30 － 

関係会社株式売却益 － 30 

関係会社整理損戻入額 130 － 

事業譲渡益 － 157 

退職給付制度改定益 － 460 

特別利益合計 161 648 

特別損失    

固定資産処分損 1 － 

投資有価証券売却損 22 － 

関係会社株式売却損 － 24 

のれん償却額 207 － 

持分変動損失 220 － 

特別損失合計 452 24 

税金等調整前四半期純利益 10,133 13,979 

法人税、住民税及び事業税 4,595 4,708 

法人税等調整額 △200 625 

法人税等合計 4,395 5,334 

四半期純利益 5,738 8,644 

非支配株主に帰属する四半期純利益 7 539 

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,730 8,104 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 5,738 8,644 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △724 △495 

為替換算調整勘定 12 20 

退職給付に係る調整額 △0 0 

その他の包括利益合計 △712 △474 

四半期包括利益 5,025 8,170 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 4,909 7,601 

非支配株主に係る四半期包括利益 116 568 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 10,133 13,979 

減価償却費 1,239 1,419 

のれん償却額 2,184 2,519 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 167 △1,621 

賞与引当金の増減額（△は減少） △140 99 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △62 △49 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △236 

受取利息及び受取配当金 △53 △57 

支払利息 57 70 

持分法による投資損益（△は益） △28 60 

持分変動損益（△は益） 220 － 

投資有価証券売却損益（△は益） △7 － 

関係会社株式売却損益（△は益） － △5 

事業譲渡損益（△は益） － △157 

固定資産処分損益（△は益） 0 － 

助成金収入 △48 △35 

売上債権の増減額（△は増加） △1,165 4,376 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,269 △1,486 

営業債務の増減額（△は減少） 2,800 △2,827 

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,519 △10,913 

長期未払金の増減額（△は減少） △135 1,322 

その他の資産の増減額（△は増加） △186 △401 

その他の負債の増減額（△は減少） △418 △249 

小計 16,798 5,802 

利息及び配当金の受取額 67 66 

利息の支払額 △62 △68 

補助金の受取額 － 131 

助成金の受取額 48 35 

法人税等の支払額 △5,631 △6,189 

法人税等の還付額 742 1,500 

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,962 1,279 
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    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △102 △144 

定期預金の払戻による収入 104 286 

有形固定資産の取得による支出 △445 △790 

有形固定資産の売却による収入 17 － 

無形固定資産の取得による支出 △778 △1,165 

投資有価証券の取得による支出 △0 △309 

投資有価証券の売却による収入 988 3 

子会社株式の取得による支出 △1,874 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△180 △2,621 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 54 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
－ △10 

事業譲受による支出 △625 － 

事業譲渡による収入 － 157 

貸付けによる支出 △25 － 

貸付金の回収による収入 2 4 

差入保証金の差入による支出 △59 △634 

差入保証金の回収による収入 210 228 

その他 △165 121 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,933 △4,821 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 64 － 

短期借入金の返済による支出 △124 △23 

長期借入金の返済による支出 △2,320 △2,320 

非支配株主からの払込みによる収入 504 60 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出 
－ △260 

自己株式の取得による支出 △0 △8 

配当金の支払額 △1,023 △1,316 

非支配株主への配当金の支払額 △7 △19 

その他 △427 △56 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,334 △3,943 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △117 16 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,577 △7,469 

現金及び現金同等物の期首残高 35,957 60,205 

現金及び現金同等物の四半期末残高 41,534 52,736 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 当第２四半期連結累計期間において、転換社債型新株予約権付社債の権利行使による株式転換を実施しておりま

す。この結果、資本金が6,811百万円、資本剰余金が6,811百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本

金が16,893百万円、資本剰余金が20,378百万円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

                （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
 

派遣・
BPO 

ITO 
エンジニ

アリング 
リクルー

ティング 
計 

売上高                  

外部顧客への

売上高 
143,314 8,915 11,469 27,371 191,071 1,141 192,212 60 192,273 

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

395 1,745 51 555 2,748 357 3,105 △3,105 - 

計 143,710 10,661 11,520 27,927 193,819 1,498 195,318 △3,044 192,273 

セグメント利益 6,061 732 614 2,029 9,437 93 9,531 702 10,234 

 

当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日） 

                （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
 

派遣・
BPO 

ITO 
エンジニ

アリング 
リクルー

ティング 
計 

売上高                  

外部顧客への

売上高 
192,348 9,274 11,306 31,756 244,686 1,383 246,069 36 246,106 

セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

497 1,933 15 479 2,926 580 3,507 △3,507 - 

計 192,846 11,208 11,322 32,236 247,613 1,963 249,577 △3,470 246,106 

セグメント利益 8,236 559 499 3,089 12,385 84 12,469 829 13,298 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ全体の機能

別役割であるシェアードサービス、教育研修、保育等の人材サービス等を含んでおります。 
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２. 調整額の内容は以下のとおりであります。

 （単位：百万円）

  前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

セグメント間取引消去 △2,847 171

全社収益※１ 5,657 3,657

全社費用※２ △2,107 △2,999

合計 702 829

※１．全社収益は、主にグループ会社からの業務管理料及び受取配当金であります。

※２．全社費用は、主に当社におけるグループ管理に係る費用であります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの資産に関する情報 

 第１四半期連結会計期間において、新たに株式を取得した㈱P&Pホールディングス及びその子会社を連

結の範囲に含めております。これにより、前連結会計年度の末日に比べ、第２四半期連結会計期間の報告

セグメントの資産の金額は、「派遣・BPO」セグメントにおいて7,868百万円増加しております。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

 （セグメント区分の変更） 

 当社グループは、平成27年３月期、グループ経営の効率化と経営資源の最適配分を目指すべくマネジメ

ントラインの再構築を行い「派遣」「BPO」「ITO」「エンジニアリング」「メディア」「キャリア」

「NED」の７つの報告セグメントにて運営いたしました。 

 第１四半期連結会計期間から更なるセグメント機能の充実と関連する事業の連携強化を図るため、セグ

メントの一部を再編し、「派遣・BPO」「ITO」「エンジニアリング」「リクルーティング」の４つのセグ

メント体制へ移行いたしました。各セグメントにおける戦略立案機能及び推進力の強化を図る一方、グル

ープ全体を統括する機能別役割の強化や責任の明確化を進め、当社グループを取り巻く変化の早い事業環

境に対し機動的な経営判断を実現し、各事業における成長速度の引き上げを目指してまいります。 

 新たな構成は、従前のセグメント区分「派遣」及び「BPO」を１つのセグメント「派遣・BPO」へ、また

「メディア」及び「キャリア」を１つのセグメント「リクルーティング」へそれぞれ統合いたしました。

なお、従前「NED」に含めておりました事業につきましては、派遣労働者の給与計算業務等を行うシェア

ードサービス機能を「派遣・BPO」へ編入し、障がい者就業支援、海外留学支援サービス等を「リクルー

ティング」へ編入いたしました。「NED」に含めておりました上記以外の、グループ全体の機能別役割で

あるシェアードサービス、教育研修、保育等の人材サービス等については、新たな４つのセグメントに含

めず「その他」に含めております。また、グループ全体を統括する機能別役割や責任の明確化を図り、セ

グメント別の経営成績をより適切に反映させるため、管理部門等に係る費用の配賦方法を各セグメントの

事業実態に即した合理的な基準を設け配賦する方法へ変更しております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの

区分に基づき作成しております。

 

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「企業結合に関する会計基準」等を

適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上す

るとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。ま

た、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による

取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる

方法に変更しております。 

 なお、この変更によるセグメント損益に与える影響は軽微であります。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日） 

 （のれんの金額の重要な変動） 

 連結子会社である上海外経貿服務有限公司ののれんを一括償却しております。当該事象により、「リク

ルーティング」セグメントにおいてのれんが207百万円減少しております。
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 また、アジア地域におけるグループ内組織再編に伴い、連結子会社であるStaff Management 

Consultancy Limitedの持分比率が減少したこと等により、「リクルーティング」セグメントにおいての

れんが224百万円減少しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日） 

 （のれんの金額の重要な変動） 

 平成27年6月29日付で㈱P&Pホールディングスの株式取得を行い、新たに連結子会社としたことにより

「派遣・BPO」セグメントにおいてのれんが1,997百万円増加しております。

(重要な後発事象）

１．シンガポール人材会社 Capita Pte . Ltd .の株式取得（子会社化）について 

 当社は、平成27年８月25日開催の取締役会において、シンガポールの人材サービス会社Capita Pte. Ltd.（以下

「キャピタ」といいます。）の発行済株式の全部を取得することを決議し、平成27年10月16日付で株式を取得いたし

ました。

（１）株式取得の目的

 当社は、「雇用の創造」「人々の成長」「社会貢献」の企業理念のもと、アジアを代表する人材サービスのリ

ーディングカンパニーを目指し、日本国内外の事業基盤の強化を実施しております。 

当社の海外事業は、アジアを中心に海外９ヵ国/地域39拠点にて人材紹介や人材派遣、人事コンサルティング

サービスを展開しており、中国・韓国・台湾等を北アジア地域、ベトナム以南を南アジア地域として、それぞれ

香港・シンガポールに統括会社を設置し、戦略立案から実行まで機動的に運営可能な体制整備を進めてまいりま

した。また、海外において「テンプスタッフ」「インテリジェンス」のブランド名で別々に展開していた会社・

営業拠点を「インテリジェンス」へ統一し、会社・営業拠点の統合・再編も順調に進んでおります。 

南アジア地域は、グローバル化の進展を受け、日系企業のみならず、世界中の様々な企業がASEAN諸国への進

出を図っている注目度の高い経済市場であり、なかでもシンガポールは、ASEANのハブ拠点として人材ニーズも

強く、かつ優秀な人材が集まる地域であります。当社は、ASEAN諸国の中で中心的な役割を担うシンガポールを

重要な人材市場と捉えており、当該地域でプレゼンスを高めることが南アジア地域での事業拡大につながると考

えております。 

キャピタは、シンガポールにて平成19年より現地企業及びマルチナショナル企業向けの人材紹介、人材派遣事

業を展開し、現地に根差した採用支援ノウハウ、豊富な顧客と求職者のデータベースを擁し、急成長を遂げてお

ります。当社グループはASEAN地域の更なる経済成長を見据え、アジア戦略のハブ拠点となるシンガポールの人

材市場において日系企業はもちろん、外資企業及び現地ローカル企業まで幅広い顧客に対し、高品質かつ包括的

な人材採用及び活用の支援行うことを通じASEANにおけるポジショニングを高め、アジア地域におけるNo.1の人

材サービス企業を目指してまいります。 

（２）株式取得の相手先の名称 

Koh Wee Sing氏及びAng Siah Ying氏（被取得企業の経営者）、その他の個人株主５名 

（３）株式取得する会社の名称、事業内容等（平成26年12月31日現在） 

（ⅰ）名称 Capita Pte. Ltd. 

（ⅱ）事業内容 人材紹介、人材派遣、給与計算業務アウトソーシング、採用代行 

（ⅲ）資本金 2,240千シンガポールドル 

 

（４）取得する株式の数、取得価額及び取得後持分比率 

（ⅰ）取得する株式の数 30,870,000株 

（ⅱ）取得価額 Capita Pte. Ltd. 普通株式  ：58,056千米国ドル 

（ⅲ）取得後の持分比率 議決権所有割合 ：100.00％

（５）支払資金の調達方法 

自己資金 
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２．株式分割について 

 当社は、平成27年９月24日開催の取締役会決議に基づき、平成27年10月29日付で株式分割を実施いたしました。 

（１）株式分割の目的 

株式分割の実施により当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げることで、流動性の向上及び投資家層の

拡大を図ることを目的とするものです。 

（２） 株式分割の概要 

① 分割の方法 

平成27年10月28日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有普通株式１株に

つき、３株の割合で分割いたしました。 

② 分割により増加する株式数 

  株式分割前の発行済株式総数 ：  78,550,397株  

  今回の分割により増加する株式数 ： 157,100,794株  

  株式分割後の発行済株式総数 ： 235,651,191株  

  株式分割後の発行可能株式総数 ： 720,000,000株  

 

（３）日程 

基準日公告日 平成27年10月８日

基準日 平成27年10月28日

効力発生日 平成27年10月29日

 

（４）転換社債型新株予約権付社債の転換価額の調整 

 株式分割に伴い、当社発行の130％コールオプション条項付第２回無担保転換社債型新株予約権付社債(転換社

債型新株予約権付社債間限定同順位特約付)の転換価額新株予約権の１株当たりの転換価額を平成27年10月29日

以降、次のとおり調整いたします。 

銘 柄 調整前転換価額 調整後転換価額 

テンプホールディングス株式会社 

130％コールオプション条項付 

第2回無担保転換社債型新株予約権付社債 

(転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付) 

2,787.3円 929.1円 

 

（５）１株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前連結会計年度期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は以下のとおりであります。 

項 目

前第2四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日

 至 平成26年９月30日）

当第2四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日

 至 平成27年９月30日）

1株当たり四半期純利益金額 26円13銭 36円10銭

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 24円34銭 34円43銭
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